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受付印

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

令和6年度令和6年度

7 5 0 0 0 0 2 5 0 0 0 0

8 4 5 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0

7 9 3 5 0 0 0

7 3 5 0 0 0 2 9 3 5 0 0 0

7 0 0 0 0 0

7 4 0 5 5 0 0 07 4 5 7 0 0 0 0

（イ）前年前に取得した資産の取得価額
の合計額を資産の種類別に記入してく
ださい。（初めて申告される方のみ）

（ロ）前年中に減少した資産の取得価額
の合計を資産の種類別に記入してくだ
さい。(初めて申告される方は記入しな
いでください。）

（ハ）前年中に取得した資産の取得価額
の合計額を資産の種類別に記入してく
ださい。

（ニ）計（イ）ー（ロ）＋（ハ）によって算出し
た取得価額の合計額を資産の種類別に
記入してください。

※前年前とは、
　　令和5年１月１日以前
　前年中とは、
　　令和5年１月２日から
　　令和6年１月１日まで

住所、氏名及び電話番号を
記入してください。
（ビル等の場合部屋番号、方書き
まで）
※押印は不要です。

資産の所在する区を表示してい
ます。

・所有する資産が一つの区で、表
示の区と異なる場合、線で消し、
正しい区を記入してください。

・所有する資産が複数区で、表示
の区と異なる場合や、異なる
区、新たに資産の所在する区が
ある場合は、区ごとに申告書を
作成してください。

それぞれ該当する方を○で囲んでくだ
さい。(不明な場合は記入不要です。）

この申告について応答される方の所
属、氏名及び電話番号並びに、経理を
委託している税理士の方等の氏名及
び電話番号を記入してください。

複数の事業所がある場合は、各所在地をすべて
記入し、自己所有または借家のいずれかを○で
囲んでください。3箇所以上ある場合は、別紙を
作成して記入のうえ、添付してください。
　
申告者名と家屋の所有者名義が同一でなけれ
ば自己所有とはなりません。
（例）法人の場合、代表者名義の家屋は自己所
有となりません。法人名義の家屋のみ自己所有
となります。

該当するものに、をつけてください。
資産に増減がない場合→資産に変更なし
資産に増減がある場合→資産に変更あり
該当資産がない場合→申告資産なし

廃業・合併・法人成などの場合は、該当するものに○印
をつけその年月日等を記入してください。

リース（借用）資産の有無について、該当す
る方を○で囲んでください。
※有りの場合には貸主の名称等を記入し
てください。

特記することがあれば、備考欄にご記入ください。

例①令和5年10月2日○○会社を吸収合併した。
例②令和5年11月2日に商号変更した。
　　（旧）〇△株式会社　（新）××株式会社
例③令和5年6月1日事業を廃業した。

１５　で全ての所在地が自己所有か借家
の場合に記入してください。

個人の方は12桁の個人番号、法人の方
は13桁の法人番号を記載してください。

Ⅸ　償却資産申告書・種類別明細書の記入例
　1　償却資産申告書　　※資産の所在する区ごとの申告となります



－ 11 － － 12 －

エアコン

フェンス

倉庫（基礎なし）

太陽光発電

　税務署へ提出される「減価償却資産内訳・明細書」に記載された
資産の名称等、数量、取得年月、取得価額及び耐用年数と
相違がないかをご確認ください。

〔最後にご確認ください〕

それぞれの償却資産の取得価額を記入してください。
※取得価額とは、償却資産を取得するために通常支出すべき金額
　（当該償却資産の取引運賃、荷役費、運送保険料、購入手数料、関税、据付費、その他、該当償却資産を事業の用に
供するために直接要した費用を含む）をいいます。なお、圧縮記帳、下取り金額を差し引いた額は認められません。
※個人事業者の場合、事業用資産は、事業割合に関係なく全額を記入してください。

　申告書右上の所有者コード番
号及び申告年度6を記入してくだ
さい。

　数字で記入してください。

　・構築物…………………1
　　（建物付属設備を含む）
　・機械装置………………2
　・船舶……………………3
　・航空機…………………4
　・車輌及、運搬具………5
　・工具、器具、備品………6

　取得年月は、資産を取
得した年号及び年月を
記入してください。
　年号　　昭和………3
　　　　　平成………4
　　　　　令和………5

　ページごとに数量の合
計及び取得価額の合計額
を記入してください。

　耐用年数を記入してください。
「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」別表第１、第２、第５及び第６に掲げる耐用年数を記入してください。　
中古資産について、見積耐用年数による場合は、その旨を摘要欄に記入してください。また、短縮耐用年数による場合
はその耐用年数を記入してください。
　租税特別措置法により、中小企業特例を適用して損金算入した資産も償却資産の申告の対象となりますので通常の
減価償却をした場合の耐用年数を記入してください。

　大型特殊自動車の登録番号
を記入してください。

　取得日が１月１日の場合は
摘要欄に記入してください。

　該当する増減理由の番号
を○で囲んでください。
増資産
　新品取得・・・・・・・・・・・・１
　中古品取得・・・・・・・・・・2
　移動による受け入れ・・3
　その他・・・・・・・・・・・・・・4
減資産
　売却・・・・・・・・・・・・・・・・1
　滅失・・・・・・・・・・・・・・・・2
　移動・・・・・・・・・・・・・・・・3
　その他・・・・・・・・・・・・・・4

　所有されている資産の区の
数字を記入してください。

　違う区に資産を移動された
場合は移動先の区を記入して
ください。
　中央区……01
　東区………02
　西区………03
　南区………04
　北区………05

　氏名または名称を記入
してください。

　印字が無い場合は、資産
の所在する区を記入してく
ださい。

　資産を異なる区へ移動さ
れた場合、摘要欄に移動先
の区を記入してください。

　太陽光発電などを取得され
た場合は、発電出力数・設備所
在地を記入してください。

6 中央区 熊　本　市　株　式　会　社 1 1

00あ○△□×

0 0 0 1 2 3 4 5 6 7 8

00あ○△□×

R5.9　  除却

R5.5　  健軍支店（東区）へ移動

R5.4　  １台廃棄
2 5 0 0 0 0

5 8 0 0 0 0 1 0

2 0 0 0 0 0

7 0 0 0 0 0 0 1 7

61

1

1

1

1 2 7 4 0 5 5 0 0 0

6

2

1

0 1

0 1

0 1

0 2

5

5

5

5 0 30 5

0 30 5

1 00 5

1 5 5 0 0 0 1 5110 1 5 0 10 6

 12kw　 手取本町1番1号

 R6　  1月1日取得

　２　種類別明細書 ※資産の所在する区ごとの申告となります
①　令和6年1月1日現在、市内に所有する償却資産を、区ごとに記入し作成してください。
②　資産の増加、減少がない場合でも、この種類別明細書は提出してください。

種類別明細書の記入例


